


業と業務：一般的には生活をするた
めの仕事を業と言い、職業として継
続して行う仕事を業務と言う。本章
では建築士が専門資格者として行う
設計・工事監理の仕事を業務とよび、
他人の求めに応じて報酬を得てこの
業務の提供を行う仕事を業とよんで
いる。業を行うのは建築士事務所（開
設者）となる。
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設計・監理者には、自立した専門家として、建築を通じた公
共的価値の実現という責務を、建築主とともに果たしていく
姿勢が求められている。

5-1-1　建築の特殊性と消費者保護
建築物は、国民の生命と財産に直接かかわり、一般消費財にない
特殊な性格をもつ、公共性の高い存在である。設計と工事監理業務
に従事する建築士と、設計・監理を業として営む建築士事務所にとっ
て、この認識は基本的に不可欠である。

（1）消費者保護と建築の公共的価値
建築は、受注生産・現地生産・一品生産が原則で、建築物一つ一
つに個別の設計と監理が必要とされ、施工者や製造者の手を経て初
めて実現される特殊な存在であることへの理解がまずは必要であ
る。また、発注や購入の機会をもつことがきわめて稀にしかない一
般的な建築主にとっては、建築は多大な費用を伴うにもかかわらず、
専門的知識をもつ設計者や施工者との情報格差が大きく、建築主の
利益が守られる必要があることから、消費者保護がきわめて重要と
なる。このように高価で情報格差の大きい建築の設計・工事監理業
務を行う建築士には職業倫理の遵守と業務の厳正な履行が求めら
れ、設計・監理業を営む建築士事務所には業の適正な履行と消費者
保護が求められる。
一方、建築物は、世代を超えて長期に存在し、建築主個人の所有
であっても、建築物の利用者を含め多くの人々の安全の確保にかか
わることはもちろんのこと、敷地周辺の景観形成への影響、そして
建設工事や維持管理などに必要なエネルギー消費による地球環境へ
の多大な負荷を伴うなど、社会性がきわめて高く、必然的に公共的
価値が問われる存在となる。公共の安全性や地球環境の持続性の確
保のための公的負担による民間建物の耐震化や省エネ化の促進な
ど、成熟社会に向かうわが国にとって建築の公共的価値への認識は
ますます重要になってきている。

5 　設計・監理と業務委託契約
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裁量行為：法の規定が一義的な概念
等で定まっていない場合に裁量に
よってなされる行為。

羈束行為：法の規定が一義的であっ
てそのまま執行しなければならない
行為。

建築主事：建築基準法 4条他。確認
申請書を受理したときにその建築物
の計画を確認し、確認済証を交付す
る者。

住宅の品質確保の促進等に関する法
律 ➡3-3-1

行政処分 ➡9-2-3

建築に係る法規は専門性に富み、かつ多岐に渡る。建築基準法は
設計にかかわる最低基準なので、建築主はこれを遵守しなければな
らないが、一方で住宅品確法のように性能評価書をもって品質を確
保するといった建築主が選択可能な法令内容もある。あるいは用途
に応じてバリアフリー助成制度や、各自治体によるまちなか定住促
進事業の補助といった助成金制度等に対する支援もある。
一般的には専門知識が少ない建築主に対して、法令・条例の理解
を求めたり制度利用の選択等を行わせることは困難な場合もあるこ
とから、設計者は建築主の利益を考えた上で必要な申請等を取捨選
択し、建築主に示した上でよく説明する必要があると考えられる。

8-1-2　各種法令による協議と申請
法令に係る協議や申請の中でも、建築基準法第 6条の「確認申請」
は一定の区域と規模を除けばおおむねの建築工事の際に必要であ
り、確認済証が交付されないと工事に着手できないためにクローズ
アップされることが多い。
しかし、実際に建築する上で設計条件によっては確認申請に連動
する多くの協議や許可・認定があり、その許可証が交付されないた
めに確認申請に辿りつかないといった事例もあるので注意が必要で
ある。確認申請に伴って事前に必要となる申請を見過ごしていたこ
とによるスケジュールの延長や、計画破綻による設計のやり直しは、
設計契約の解除や建築主との紛争につながる可能性がある。
本章では、設計者にとって紛争の契機になりやすく、また遵守し
なければならない建築基準法とその関係法令を中心に述べるが、工
事着手前に必要な「確認申請」は、許可申請と違って建築以外では
あまり使われていない言葉のため、改めてその違いを図 8.1 に示す。
なお、建築主が確認済証の交付を受けた場合でも、他者が建築主
や設計者に対して当該確認処分の取り消しを求めて訴訟を提起した
り、建築主等が法執行者からの行政処分を受けることもあるので注
意が必要である。

図8.1　「許可申請」と「確認申請」の違い

許可・認定申請の場合
（裁量行為）

許可権者
（知事、市長等）

確認・完了検査申請の場合
（羈束行為）
きそく

建築主
（設計者）

建築基準法 6 条：建築主は建築物を建築しようとする場合、確認の申請書を
提出して建築主事の確認を受け、確認済証の交付を受けなければならない。
（建築することを「許可することができる」ではない）。
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➡4章
➡ 8章

概算工事費：詳細な設計図が作成さ
れる前に、事業予算の妥当性・実現
性等を確認するために大まかな単価
や経験値を用いて導出される工事
費。

鑑定 ➡12-2

れていたことを問題視した。すなわち、その期日の間に工事費の高
騰は始まっていたにもかかわらず、基本設計標準業務でもある概算
工事費の検討・説明を行わず実施設計を進めたのは、基本設計業務
を未了のまま実施設計業務に移行していることになり、実施設計業
務とはみなされず、実施設計の業務費については認められないとし
た。その他に基本的な設計ミスも判明し、裁判は、設計者は建築主
が支払った設計報酬の 1/2 を返却せよという判決となった。

事例のポイント
概算工事費の検討は、告示 15 号による基本設計段階の標準
業務である。各段階での業務内容を正確に把握して設計作業を
進めないと、紛争に至った場合にそれが致命傷となるリスクが
あることを認識すべきである。
他方、建築主と設計条件を詰める際に、とくにマンションな
どの収益事業では融資を受ける個人事業主の場合、予算に余裕
がないことが多く、工事費の扱いには注意が必要である。社会
情勢によって工事費が不安定な状況下にあるときはもちろんで
あるが、随時予算の見直しを行い、建築主と情報を共有しなが
ら設計を進めていく必要がある。

事例4　設計料の適切性の鑑定
建築主が、ある建築士事務所の提案した設計案を気に入り、その
建築士事務所に設計を依頼することとなった。この段階でその建築
士事務所は契約の締結を求めたのだが、建築主はそれには応じる姿
勢を示さなかった。多忙な代表者とだけの打合せを求める建築主は、
担当スタッフとの打合せを拒み、設計が遅々としてまとまらず、最
初の基本設計案をまとめるだけで 10 か月を要することとなった。
さらに、建築主自身で海外の同種の建築の視察に赴き、そのたび
に新たな構想を思いついて案の変更を求めるという状態で、建築士
事務所は、設計がなかなか煮詰まらないままその都度何案もの基本
設計案をまとめさせられることとなった。さらにそれまでの条件に
はなかった免震構造の導入を新たに要求され、やむなく別案で対応
したものの、その基本設計案についての承認が得られないまま、し
ばらくして、当該設計がどうしても受け入れられないとして、設計
業務の停止を文書で通知されてしまう。建築士事務所は、それまで
の複数案をあわせた業務報酬の請求に踏み切ったが、提示された額
が膨大であると建築主が受け入れなかったため、訴訟となった。
裁判所は、適切な設計料を特定するために鑑定人を選定した。鑑
定人は、業務が行われた当時の建設省告示 1206 号を根拠に設計料

設計者
（建築士
事務所）

建築主

鑑定人

設計料が高額なため
支払い拒否

複数の基本設計に対
する設計料の支払い
要求

報酬額
の算定
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